
 
 

 

 

令和６年度介護予防・生活支援サービス事業の報酬改定等について（案） 

１ 訪問型サービス（１単位当たり１０．７円） 

（１）基本報酬（単位）【令和６年４月１日施行】 

介護型 生活支援型 支え合い型

訪問介護員による身体介護、
または身体介護と併せて利用

する生活援助

訪問介護員による生活援助
本市が定める研修の修了者等
による生活援助

週1回程度 1,148（1,176） 964（987） 856（838）

週2回程度 2,296（2,349） 1,928（1,972） 1,712（1,674）

週2回超程度 3,645（3,727） 3,060（3,129） 2,718（2,656）

287（268） 220（225） 214（191）

月額

（包括）

報酬

サービス提供内容

1回当たり報酬

（12回まで）  

※ 網掛けが改定項目。（ ）内は、改定前の単位数。 

※ 国の算定構造に合わせ、1 回当たり報酬を統一。 

（２）加算・減算項目及び単位（変更部分のみ抜粋。詳細は参考資料のとおり。） 

【令和６年４月１日施行】 

名称 介護型 生活支援型 支え合い型 備考 

高齢者虐待防止措置 

未実施減算 
基本報酬×99％ 同左 同左 新規 

業務継続計画未策定減算 基本報酬×99％ 同左 同左 
新規 

R7.4.1～適用 

同一建物減算 基本報酬×88％ 同左 同左 区分追加 

口腔連携強化加算 
50 単位／月 

（1 月に 1 回を限度） 
同左 － 新規 

【令和６年６月１日施行】 

名称 介護型 生活支援型 支え合い型 備考 

介護職員処遇改善加算 

Ⅰ：基本報酬＊×24.5％ 

Ⅱ：基本報酬＊×22.4％ 

Ⅲ：基本報酬＊×18.2％ 

Ⅳ：基本報酬＊×14.5％ 

同左 － 変更 

Ⅴ⑴～⒁：基本報酬＊

×7.6％～22.1％ 
同左 － 

R7.3.31 まで算定可

(現行の 3 加算の取

得状況に基づく加

算率を維持したう

えで、改定による加

算率の引上げを受

けることができる

ようにすることな

どの激変緩和措置) 

常勤配置加算 

週 1 回程度 － － 125 単位/月 

変更 
週 2 回程度 － － 250 単位/月 

週 3 回程度 － － 397 単位/月 

1 回当たり － － 31 単位/月 
＊ 上記基本報酬には、生活機能向上連携加算等の加算分を含む。 
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２ 通所型サービス（１単位当たり１０．４５円） 

（１）基本報酬（単位）【令和６年４月１日施行】 

送迎あり 送迎なし 送迎あり 送迎なし

週1回程度
1,798

(1,672)

1,598

(1,472)

1,472

(1,393)

1,085

(984)

1,266

(1,176)

878

(766)

週2回程度
3,621

(3,428)

3,221

(3,028)

2,941

(2,829)

2,179

(2,013)

2,536

(2,395)

1,774

(1,579)

1～4回/月
436

(384)

388

(338)

357

(320)

263

(226)

307

(270)

213

(176)

5～8回/月
447

(395)

398

(349)

364

(326)

270

(232)

314

(276)

220

(182)

短時間型

1時間以上3時間未満

入浴あり
入浴・送迎の有無

介護予防型

原則3時間以上

入浴あり 入浴なし
入浴なし

月額
（包括）

報酬

１回

当たり
報酬

サービス提供時間

 
※ 網掛けが改定項目。（ ）内は、改定前の単位数。 

※ 短期集中運動型デイサービスについては、短時間型デイサービスに統合し、当該サービスの加算（短期集

中予防プログラム加算）として実施。 

（２）加算・減算項目及び単位（変更部分のみ抜粋。詳細は参考資料のとおり。） 

【令和６年４月１日施行】 

名称 介護予防型 短時間型 備考 

高齢者虐待防止措置 
未実施減算 

基本報酬×99％ 同左 新規 

業務継続計画未策定減算 基本報酬×99％ 同左 

新規（感染症の予防及びまん

延の防止のための指針の整備

及び非常災害に関する具体的

計画の策定を行っている場合

には、R7.3.31 までの間適用

しない） 

同一建物減算 1 回当たり △94 単位 同左 区分追加 

短期集中予防プログラム加算 － 1,500 単位/月 新規（資料４のとおり） 

事業所評価加算 120 単位／月 同左 廃止 

運動器機能向上加算 225 単位／月 同左 廃止（基本報酬に包括化） 

選択的サービス複数実施加算Ⅰ 480 単位／月 
同左 廃止（栄養改善加算、口腔

機能向上加算で評価） 

選択的サービス複数実施加算Ⅱ 700 単位／月 同左 廃止 

一体的サービス提供加算 480 単位／月 同左 新規 

【令和６年６月１日施行】 

名称 介護予防型 短時間型 備考 

介護職員処遇改善加算 

Ⅰ：基本報酬＊×9.2％ 

Ⅱ：基本報酬＊×9.0％ 

Ⅲ：基本報酬＊×8.0％ 

Ⅳ：基本報酬＊×6.4％ 

同左 変更 

Ⅴ⑴～⒁：基本報酬＊×

3.3％～8.1％ 
同左 

R7.3.31 まで算定可（現行の３

加算の取得状況に基づく加算

率を維持したうえで、改定によ

る加算率の引上げを受けるこ

とができるようにすることな

どの激変緩和措置） 

＊ 上記基本報酬には、看護職員配置加算及びサービス提供体制強化加算分を含む。 
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３ 介護予防ケアマネジメント（１単位当たり１０．７円） 

（１）基本報酬（単位）【令和６年４月１日施行】 

ケアマネジメントＡ
委託料

ケアマネジメントＣ
委託料

介護予防・生活支援サービス事

業の指定を受けた事業所のサー

ビスを利用する場合の支援

ケアマネジメントの結果、補助

や助成のサービス利用や配食な

どのその他の生活支援サービス

の利用につなげる場合の支援

⑴地域包括支援センターが行う場合 442（438) 442（438)

⑵指定居宅介護支援事業所に再委託する場合 472【新規】 472【新規】
月額（包括）報酬

サービス提供内容

 
※ 網掛けが改定項目。（ ）内は、改定前の単位数。 

（２）加算・減算項目及び単位【令和６年４月１日施行】 

（変更部分のみ抜粋。詳細は参考資料のとおり。） 

名称 加算内容 備考 

高齢者虐待防止措置未実施減算 基本報酬×99％ 新規 

業務継続計画未策定減算 基本報酬×99％ 新規（R7.4.1～適用） 

４ その他（総合事業における継続利用要介護者の利用可能サービスの弾力化） 

介護保険法施行規則の改正（案）において、「継続利用要介護者が地域とのつながりのもとで日常

生活を継続するための選択肢の拡大を図る観点から、継続利用要介護者が利用できるものとしてサー

ビスＡを含める。」とされたことを受け、本市で実施している訪問型・通所型サービスＡについて、

要介護認定を受けた後も引き続きサービスの利用を可能とする。 

※ 本市においては、生活支援型ヘルプサービス、支え合い型ヘルプサービス及び短時間型デイサー

ビスが対象となる。 
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資料５参考資料
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